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研究要旨 

本研究班の具体的な目的は、(1) National Clinical Database（NCD）に精度の高い臓器が
ん登録を領域別に実装し、がん診療における医療水準評価の基本枠組みを構築すること、
さらに(2) 診療ガイドラインの実施状況を把握して医療水準評価との対比を行い、がん医
療の均てん化に向けた課題を同定し、また全国との対比を各臨床現場に個別の治療成績と
してフィードバックすることで、より質の高い専門医の育成や領域全体としての治療成績
の向上を患者・市民に示し、より安心・納得して医療を受ける環境の整備に寄与すること
である。目的(1)について、食道がんの領域においては、本年度は昨年度までの議論を通じ
て、食道学会による食道がん全国登録の NCD への全面移管について、食道学会内でほぼコ
ンセンサスを形成することができた。依然として問題点も存在しているものの大きな前進
を得ることができた。一方、目的(2)の達成のために、本研究班の前身の一つである厚生労
働省科学研究費補助金「精度の高い臓器がん登録による診療ガイドラインや専門医育成へ
の活用に関する研究」（主任研究者：後藤満一）で行った各種がんのガイドライン実施状況
に関する NCD アンケート調査の結果をもとに、消化器がんのガイドラインがアウトカムに
及ぼす影響に関する研究を消化器外科学会と NCD の協力のもと開始した。 

 

Ａ．研究目的 
1)-1:食道がん領域において National 
Clinical Database（NCD）が管理運用する
新しい臓器がん登録システムを確立する。
本年度は、昨年度に続いて食道学会におい
てその意義を議論し問題点を抽出する。 
1)-2:食道学会による食道がん全国登録デ
ータの利活用に関して、今後 NCD での大規
模登録を目指すにあたって、そのデータの
利活用に関する体制構築を行う。 
2) 診療ガイドラインの実施状況を把握し
て医療水準評価との対比を行うべく、NCD
の診療科単位で各種消化器がん（食道、胃、
大腸、肝、胆道、膵）のガイドライン実施
状況や専門医の関与などについてのアンケ
ート調査を行った（2014 年～2015 年実施：
分担研究者は、要旨に示す研究班において
本活動のワーキンググループリーダー）。こ
の結果を用いて、ガイドラインがアウトカ
ムに及ぼす影響を明らかにする。 
 
Ｂ．研究方法 
1)-1:本研究班や消化器外科学会データベ
ース関連学会協議会において議論された内
容を食道学会理事会に報告し、食道がん全
国登録を NCD に移行する方法の検討や食道

がんに特異的な問題点などを明確にする。 
1)-2:昨年度に設定した食道がん全国登録
データの利活用のあり方についての規則に
則り、実際の研究課題を設定しデータ解析
のあり方などのパイロットスタディを行う。 
2) 研究目的 2)に記した調査結果の検討方
法について、消化器外科学会および NCD と
協議を開始する。 
（倫理面への配慮） 
本研究の遂行における新システムの構築

や食道がん全国登録のデータ利用に際して
は、データの匿名化と個人や施設名同定の
問題について十分な配慮を行う必要がある。 
 

Ｃ．研究結果 
1)-1: 昨年度に引き続き、食道学会におい
て、食道がん全国登録を NCD に移行するこ
とによる利点と解決するべき問題点の認識
の共有化を図った。NCD 登録が 5 年間蓄積
されてきた結果、NCD 登録における食道切
除術の症例数が年間 5000～6000 症例であ
るのに対して、食道がん全国登録において
は年間約 3500 症例であるという事実を認
識することになった。その結果、食道がん
全国登録を NCD に移行する利点として、悉
皆性の向上が望める点についての認識の共
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有ができた。その様な背景のもと、食道学
会理事会において、食道がん全国登録の全
項目を NCD に移管する点について、前向き
に進むというコンセンサスを得ることがで
きた。 
1)-2: 昨年度に構築した食道がん全国登録
データの利活用に関する体制の実効性を確
認するために、今年度は分担研究者が委員
長を務める食道学会研究推進委員会で研究
課題を設定して、審査や解析課程のシミュ
レーションを行うことになった。具体的に
は、昨年公表された食道がんの TNM 分類第
8 版が本邦の食道がん診療に外挿できるか
を確認するために、2011 年登録症例（TNM
第 7 版に対応した項目も入力されている）
を第 8 版に convert して、その生存曲線が
本邦の食道がんのステージ別生存率との比
較において妥当性をもつかどうかの検証を
行うことになった。食道学会で承認され、
現在、研究代表者（藤 也寸志）の施設で
の倫理審査中である。 
2)本アンケート調査の結果は、臨床雑誌外
科に発表されている（高橋ほか；2015 年）
が、消化器がんに対しての検討は全くなさ
れていない。そこで、主任研究者であった
後藤満一先生と消化器外科学会、NCD とも
に研究方法の議論を開始した。各がん種別
に、調査項目は、ガイドラインの推奨度の
高いもの、または各学会・研究会で必要と
判断されたものを原則として設定されてい
る。それらの項目の実施率や各種専門医の
施設配置の有無と短期成績としての死亡率
との関連を検討するなどの方向性確認を行
い研究を開始した。 
 
Ｄ．考察 
 100 以上の登録項目を要求する食道がん
全国登録を NCD へそのまま実装することに
関しては、クリアーしなければいけない問
題（(a)現場の負担増加、(b)手術症例以外
の登録、(c)NCD への移行・維持やデータ解
析に関する費用、(d)NCD 登録後のデータ解
析の自由度、(e)過去のデータの移行）が依
然として存在している。 
食道学会においては、(b)に関して内視鏡

治療医、放射線腫瘍医、臨床腫瘍医などか
らの理解は得られる方向である（現登録に
おいて、項目数などに関しても大きな負担
とはなっていない）。しかし、全国レベル
で悉皆性を高めて行くには学会としての積
極的な周知などの努力が必要であるのは間
違いない。 
(c)NCD への移行・維持やデータ解析に関

する費用、(d)NCD 登録後のデータ解析の自

由度、さらに(e)過去のデータの移行に関す
る問題は、消化器外科学会の努力により、
各関連学会が一定額の費用を供出すること
で解決される可能性があり、食道学会とし
ては負担金供出に関しても承認されている。
ただし、食道がん全国登録の NCD へのシス
テム実装の費用の捻出が最大の障害となっ
ている。 
ガイドラインの実施率や診療体制が短期

治療成績に関連するか否かは興味深い。調
査項目として選択した少数の項目で、どの
程度の診療実態を反映できるかは不明であ
るが、まずはその方法論も含めて開始でき
たことは意義があると考える。もしかした
ら、調査項目を NCD において設定した各種
がんのリスク評価モデルの項目に加えるこ
とができる可能性もある。さらに同様のア
ンケート調査を経時的に行うことが、標準
治療の均てん化を評価する際には必須であ
る。 
 
Ｅ．結論 

食道学会では、臓器がん登録の NCD への
完全移行に関しては、他がん（他学会・研
究会）の状況を見ながら拙速は避けるとい
う方針できたが、本年は前向きな認識の共
有化ができた。今後も、常にその意義を考
えながら、時代に即した対応をしていく柔
軟性を持つべきである。「NCD による臓器
がん登録」構想は、日本のがん医療におい
て大きな意義をもつと考える。その意義を
全国の外科医を初めとしたがん診療医に
明確に認識（実感）させることが成功の必
須条件である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
Ｉ 著書  なし 
 
Ⅱ 総説  なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
1. 特許取得 

なし 
 
2. 実用新案登録 

なし 
 
3. その他 

なし 
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